
○先行調査地区　５地区

番号 地　　区　　名 対策工法の選定等 現　　　状

ⅰ 鰐川、堀割１・２丁目地区

ⅱ 堀割３丁目地区

ⅲ 豊田・昭田地区

地下水位低下工法が有効ですが、標高、地盤状況等から排水方法の想定
ができないこと、周辺への影響が懸念されること、揚水ポンプの維持管理で
の課題が懸念される事等から、液状化対策の実施は困難であると判断しま
した。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

ⅳ 深芝・平泉地区

ⅴ 深芝南・平泉東地区

○調査地区　１３地区

番号 地　　区　　名 対策工法の選定等 現　　　状

1 下幡木地区
地区内の一部で地下水位低下工法が有効ですが、民有地内での工事が必
要となり、地権者の方に多大な工事の負担金が生じます。
このため、液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

2 浪逆地区
地下水位低下工法で対策効果が得られますが、住宅が少ないことから、費
用対効果の点で復興交付金の対象外となります。
このため、液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

3 筒井大沼地区
地下水位低下工法が有効ですが、対策効果が少ない街区もあること、地区
内に点在する深い掘削地の液状化により、建物が傾く可能性が残るため、
液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

4 賀地区

概ね再液状化の影響は少ないと予測されますが、一部地下水位低下工法で
対策効果が得られる地区があります。
しかし住宅が少なく、費用対効果の点で復興交付金の対象外となります。
このため、液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

5 息栖原地区

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

6 大野原７丁目地区

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

7 大野原中央・稲荷地区

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

8 知手中央・知手地区
地下水位低下工法が有効ですが、実証実験の結果から、止水効果が確認
出来ず、対策地区周辺に及ぼす影響、排水方法、維持管理での課題が懸念
されることから、液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

9 横瀬団地地区

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

10 横瀬地区

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

11 太田宝山地区１

再液状化の可能性が高い地区ですが、地下水位が現状で－３ｍ以下のた
め、地下水位低下工法の施工ができません。
その他の工法は地権者の方に多大な工事費負担が生じることから、液状化
対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

12 太田宝山地区２
地区内の一部で地下水位低下工法が有効ですが、民有地内での工事が必
要となり、地権者の方に多大な工事の負担金が生じます。
このため液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

13 太田新町地区
地下水位低下工法が有効ですが、対策効果が少ない街区もあること、地区
内に点在する深い掘削地の液状化により、建物が傾く可能性が残るため、
液状化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。

神栖市液状化対策の進捗状況について（平成28年4月時点）

地盤や地下水位等の調査結果及び鰐川地内での実証実験の結果、地下水
位を地表面から-３ｍに維持することで、再液状化の抑制効果が得られるこ
とから、地下水位低下工法が当地区では有効な液状化対策工法として選定
されました。

地下水位低下工法により工事中です。

平泉東地内において実施した不飽和化工法、立坑井戸等の実証実験の結
果、当地区においては、地下水量が膨大であり、また地盤の問題から液状
化対策の実施は困難であると判断しました。

市街地液状化対策事業の実施は困難です。


